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お わ り に 
 





















































































































































































































































































































































ら高校 3 年生まで，合計94校）の児童生徒約 1 万









図表 1 ．いじめた体験のある子どものいじめられた体験 
（小学校） 
区 分 最近いじめられた 今いじめられている いじめられた経験はない 
最近いじめた 38.2％ 15.5％ 46.3％ 
今いじめている 42.3％ 23.1％ 34.6％ 
いじめた経験はない 28.9％ 08.5％ 62.2％ 
 
（中学校） 
区 分 最近いじめられた 今いじめられている いじめられた経験はない 
最近いじめた 27.4％ 05.0％ 67.6％ 
今いじめている 33.8％ 08.7％ 57.5％ 
いじめた経験はない 17.7％ 05.0％ 77.3％ 
 
（高等学校） 
区 分 最近いじめられた 今いじめられている いじめられた経験はない 
最近いじめた 23.5％ 06.2％ 70.3％ 
今いじめている 22.2％ 16.7％ 61.1％ 
いじめた経験はない 09.2％ 03.8％ 87.0％ 
出所：文部科学省（1996a） 
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どものうち，小学校で約 4 割，中学校で約 3 割，
高等学校で約 7 割の子どもの属しているクラス
の担任は自分のクラスには『いじめはない』と答
えて」いると報告されている（図表 3 参照）。 
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約 8 割 5 分もいて，次いで「子どもたちに正義感
やルール意識がなくなってきている」と答えた者
が約 7 割となっている。逆に「教師の指導力や指





































Ⅲ 4 つの対策 
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 1 2 3 4 
小 学 校 47.6％ 01.7％ 23.2％ 16.0％ 
中 学 校 43.9％ 02.6％ 25.6％ 14.7％ 















































































































02) 文部科学省（当時，文部省）が1996年 7 月26日に，
初等中等教育局長・生涯学習局長通知として，各都道
府県教育委員会教育長，都道府県知事，附属学校を置
く各国立大学学長宛に発したもの。 
03) 文部科学省が2006年10月19日に，各都道府県および
指定都市教育委員会教育長，都道府県知事，附属学校
を置く国立大学法人学長宛に発した通知。 
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